
コニカミノルタフィロソフィーは、世界で働く4万人を超えるコニカミノルタグループ社員の礎です。

私たちの存在理由を表す言葉である、経営理念「新しい価値の創造」。

私たちが信条としている、6つのバリュー。

私たちが目指す企業像を示す、経営ビジョン。

そして、私たちからお客様への約束「Giving Shape to Ideas」。

お客さまと社会に、全力で貢献すること。それが、私たちコニカミノルタの最大の目標です。

コニカミノルタのフィロソフィー

私たちのDNA

 「６ Values」

私たちは、正しいと信じることにこだわり、すべての人・
社会とオープンで誠実なコミュニケーションをするこ
とこそ、相互信頼と偽りのない真実に裏付けされた長
きにわたるパートナーシップを築くと信じています。

バリューとは、私たちの信条そ
のものであり、もともと持ってい
るDNAです。
私たちがビジネスを通じて接す
るすべての人・社会に対する具
体的な振る舞いや特徴であり、
立ち返るべき判断基準でもあり
ます。

私たちは、真にお客さまのために存在します。
私たちは、常にお客さまの一歩先を考え、お客さまと一
緒に問題解決にあたり、お客さまが本当に必要とされ
ていることを提供する存在として、期待を超える感動
を、現在そして将来に届け続けます。

革新こそ私たちの原動力です。
私たちの行うあらゆる活動において常に革新的なア
イデアを生み出すことこそ、私たちが進化するための
源泉だと考えています。

私たちは、情熱、強い意志、そしてあきらめない心を持
つことが、お客さまや社会に真に意義ある貢献をする
ために不可欠だと考えています。

多様性に満ちた人とその発想、そしてお客さま・パート
ナー・私たちを取り巻く社会とのチームワークは大き
なパワーを生み出します。
私たちは、そのパワーが今までない発想や最大の価値
（ベネフィット）を生み出すためになくてはならないも
のであると考えています。

私たちは、すべての企業活動において、グループ社員
としてまた企業として、主体的に実行し、やり切り、かつ
その結果に責任を持ちます。
また、それらの行動を通して持続的社会の実現、コニ
カミノルタグループの進化に貢献していきます。

Open and honest

Customer-centric

Innovative

Passionate

Inclusive and 
collaborative

Accountable

私たちは、コニカミノルタでなければ提供で
きないイノベーションで、社会に対し「新しい
価値」を創造、提供し、その価値を社会と共
有して質の高い社会の実現を目指します。

私たちは、「どのように社会の人々のお役に
立てるのか」「どのように質の高い社会を実
現できるか」を企業活動における発想の原
点として持ち続け、全てのお客さまと社会に
満足を超える感動を提供することにより、グ
ローバル社会にとってかけがえのない企業
になることを目指します。

「足腰のしっかりした」とは、質の高い、逆風に
も倒れることのない、強固な経営基盤を持
つことを意味しています。その基盤にもとづ
いて、失敗を恐れず、常に勇気をもって新し
い価値を創造し続ける企業になることを目
指します。

経営理念
新しい価値の創造

お客さまをはじめとする社会全体の思い
を形にすることで、質の高い社会の実現
に貢献します。

お客さまへの約束

Giving Shape to Ideas

グローバル社会から支持され、
必要とされる企業

足腰のしっかりした、進化し続ける
イノベーション企業

6つのバリュー

経営ビジョン
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J-GAAP（日本基準） IFRS（国際会計基準）

● 経営体制再編
  純粋持株会社から事業会社へ
● ＨＤＤ用ガラス基板事業の

撤退を発表

カメラ事業、フォト
事業の撤退を発表

コニカ、ミノルタ
経営統合

900

657

770

581

406403400
439

562

1,196

834

675

575

1,300

1,040

398

為替水準 $　　€

● 情報機器の新商品ブランド
「bizhub」（ビズハブ）を発表

● ライトプロダクション市場向けに
「bizhub PRO 1050/

bizhub PRO 1050P」を発売

● ディスプレイ、ＬＥＤ、ランプなどの
光デバイス測定用

「色彩輝度計 CS-200」を発売

● 世界初の位相コントラスト
マンモグラフィー「Mermaid」を発売

● 次世代ネットワークに
対応する複合機

「bizhub C550」を発売

● 寿命と効率を両立させた
実用化レベルの
有機EL白色発光
デバイスを開発

● メガコントラスト分光測定が可能な
「分光放射輝度計 CS-2000A」
を発売

● 小型・軽量、ワイヤレスの
モバイル分光測色計

「分光測色計 
 CM-700d / 600d」を発売

● sRGB色空間に近い色再現領域を
達成した高速複合機

「bizhub PRO C65hc」を発売

● 超音波画像診断装置
「SONIMAGE HS1」
を発売

● カラーデジタル
印刷機の最上位機　

「bizhub PRESS 
C1100」を発売

● 樹脂基板フレキシブル有機EL照明パネルが
世界初※の「光る有機ELチューリップ」に採用
※有機EL照明によるフラワーイルミネーションとして

● MCSを全世界で提供開始
● MPMサービスのグローバル展開体制を構築
● Charterhouse社が英国Indicia社を買収。

MMS事業を強化
● 豪州MPM大手Ergo社を買収

● 米国Radiant Vision Systems社買収。
計測機器の製造検査領域へ参入

● B2枚葉インクジェット印刷機
「KM-1」のテストマーケティングを開始

● オールインワン
テキスタイルプリンター

「Nassenger PRO60」を発売

● グローバル「OPS」
プログラムの提供を開始

● 米国ITサービス会社 
All Covered社を買収

● 医療画像管理と施設間連携を
サポートする「データバンクサービス」、

「連携BOXサービス」を開始

● カラーデジタル
印刷機の
最上位機　

「bizhub PRESS 
C8000」を発売

環境変化を常に先読みし、スピーディーにジャンルトップ戦略
を実行することで、持続的な利益成長を目指します。

製品の拡充

サービスの拡充

売上高

（億円） （億円）

営業利益

● フェデックス キンコーズ・
ジャパン社を買収
オンデマンド出力サービスを開始

● 英国Charterhouse社
を買収。MPMサービスを開始

●仏ITサービスプロバイダー
Serians社を買収

●独ITシステムインテグレーション大手
Raber+Märcker社を買収

● パナソニックヘルスケア社より
事業譲受し、超音波画像診断事業に参入

● カセッテ型デジタルX線
撮影装置

「AeroDR」を発売

● 世界初のりん光発光材料のみを
使用した有機EL照明パネルを発売

● 独大手測定器メーカー
Instrument Systems社の買収

コニカミノルタの歩み

5KONICA MINOLTA, INC. Annual Report 2015 6KONICA MINOLTA, INC. Annual Report 20155KONICA MINOLTA, INC. Annual Report 2015

成長を支える基盤各事業の戦略成長戦略企業概要・特長 財務報告



 

12,000

9,000

6,000

3,000

0

 

1,200

900

600

300

0

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015（予想） （年度）

8,604

10,674 10,683

10,276
10,715

9,478

8,044 7,779 7,678
8,130

9,437 9,352
10,027

11,000以上

2016（計画） 2018（目標）

統合中期経営計画

FORWARD 08基本経営戦略 経営方針 〈０９－１０〉 TRANSFORM 2016GPLAN 2013

13,000以上

11,000

04上 04下 05上 05下 06上 06下 07上 07下 08上 08下 09上 09下 10上 10下 11上 11下 12上 12下 13上 13下 14上 14下

170.00

150.00

130.00

110.00

90.00

70.00

J-GAAP（日本基準） IFRS（国際会計基準）

● 経営体制再編
  純粋持株会社から事業会社へ
● ＨＤＤ用ガラス基板事業の

撤退を発表

カメラ事業、フォト
事業の撤退を発表

コニカ、ミノルタ
経営統合

900

657

770

581

406403400
439

562

1,196

834

675

575

1,300

1,040

398

為替水準 $　　€

● 情報機器の新商品ブランド
「bizhub」（ビズハブ）を発表

● ライトプロダクション市場向けに
「bizhub PRO 1050/

bizhub PRO 1050P」を発売

● ディスプレイ、ＬＥＤ、ランプなどの
光デバイス測定用

「色彩輝度計 CS-200」を発売

● 世界初の位相コントラスト
マンモグラフィー「Mermaid」を発売

● 次世代ネットワークに
対応する複合機

「bizhub C550」を発売

● 寿命と効率を両立させた
実用化レベルの
有機EL白色発光
デバイスを開発

● メガコントラスト分光測定が可能な
「分光放射輝度計 CS-2000A」
を発売

● 小型・軽量、ワイヤレスの
モバイル分光測色計

「分光測色計 
 CM-700d / 600d」を発売

● sRGB色空間に近い色再現領域を
達成した高速複合機

「bizhub PRO C65hc」を発売

● 超音波画像診断装置
「SONIMAGE HS1」
を発売

● カラーデジタル
印刷機の最上位機　

「bizhub PRESS 
C1100」を発売

● 樹脂基板フレキシブル有機EL照明パネルが
世界初※の「光る有機ELチューリップ」に採用
※有機EL照明によるフラワーイルミネーションとして

● MCSを全世界で提供開始
● MPMサービスのグローバル展開体制を構築
● Charterhouse社が英国Indicia社を買収。

MMS事業を強化
● 豪州MPM大手Ergo社を買収

● 米国Radiant Vision Systems社買収。
計測機器の製造検査領域へ参入

● B2枚葉インクジェット印刷機
「KM-1」のテストマーケティングを開始

● オールインワン
テキスタイルプリンター

「Nassenger PRO60」を発売

● グローバル「OPS」
プログラムの提供を開始

● 米国ITサービス会社 
All Covered社を買収

● 医療画像管理と施設間連携を
サポートする「データバンクサービス」、

「連携BOXサービス」を開始

● カラーデジタル
印刷機の
最上位機　

「bizhub PRESS 
C8000」を発売

環境変化を常に先読みし、スピーディーにジャンルトップ戦略
を実行することで、持続的な利益成長を目指します。

製品の拡充

サービスの拡充

売上高

（億円） （億円）

営業利益

● フェデックス キンコーズ・
ジャパン社を買収
オンデマンド出力サービスを開始

● 英国Charterhouse社
を買収。MPMサービスを開始

●仏ITサービスプロバイダー
Serians社を買収

●独ITシステムインテグレーション大手
Raber+Märcker社を買収

● パナソニックヘルスケア社より
事業譲受し、超音波画像診断事業に参入

● カセッテ型デジタルX線
撮影装置

「AeroDR」を発売

● 世界初のりん光発光材料のみを
使用した有機EL照明パネルを発売

● 独大手測定器メーカー
Instrument Systems社の買収

コニカミノルタの歩み

5KONICA MINOLTA, INC. Annual Report 2015 6KONICA MINOLTA, INC. Annual Report 2015 6KONICA MINOLTA, INC. Annual Report 2015

成長を支える基盤各事業の戦略成長戦略企業概要・特長 財務報告



財務・非財務ハイライト

（億円）

売上高／売上高成長率

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（%）
20

16

12

8

4

0

-4

2010 2011

8,130

2012 2013 2010 2011 2012 2013

2010 2011 2012 2013

2010 2011 2012 2013

（億円）

営業利益／営業利益率

800

600

400

200

0

400

5.1

403

5.3 5.0

（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益／ROE※

400

300

200

100

0

（％）
8.0

6.0

4.0

2.0

0

1.5

1.0

0.5

0

（％）
8.0

6.0

4.0

2.0

0

資産合計（総資産）／総資産回転率※

（円）

配当金/配当性向（%）※

25

20

15

10

5

0

（%）
100

80

60

40

20

0

15 15 15
17.5

20

3353

39
31

（人）

グループ従業員数（全世界）

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

35,204

2010

38,206

2011

41,844

2012

40,401

2013

41,598

2010 2011 2012 2013 2010 2011 2012 2013

（％）
海外現地採用社長比率

100

80

60

40

20

0

42.5
48.6

56.5 56.6 54.954.9

（千t-CO2）
製品ライフサイクルCO2

1,400

1,200

1,000

800

0

1,331
1,295

1,226

1,108
1,063

（円）

EPS※

80

60

40

20

0

48.84

2010

38.52

2011

28.52

2012 2013

自己株式の取得・消却／総還元性向（%）※

6.2

7.3

581

398

1株当たり配当金営業利益

406

2010 2011 2012 2013

（％）

ROIC※

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0

3.4

4.7

6.1

2010 2011 2012 2013

（%）

研究開発費／売上高研究開発費比率

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0

7.5
8.89.49.3

2014（年度）

2014（年度）

2014（年度）

2014（年度） 2014（年度）

2014（年度）

2014（年度）
2014 （年度） 2014 （年度）

2014 （年度）2014 （年度）2014 （年度）

2014（年度）

2014（年度）

2014（年度）

2014（年度）

2014（年度）

（億円）
1,000

800

600

400

200

0

726 725 715 711 696

（倍）

PBR※

2.0

1.5

1.0

0.5

0

1.16

2010

1.13
0.99

0.96

2011

1.27

2012 2013

2010 2011 2012 2013

（億円） （回）
10,000

8,000

6,000

0

2010 2011 2012 20132010 2011 2012 2013

（億円）

キャッシュ・フロー

1,000

750

500

250

0

-250

-500

-750

-1,000

-427

723679 664

-634

899

-557 -541

（億円）

有利子負債／手元資金／ネットD/Eレシオ

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（倍）
0.08

0.06

0.04

0.02

0

-0.02

-0.04

2,249 2,139
2,279

有利子負債
手元資金

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー

232 296

30

342
0.04

900

1,751

0.99
0.880.880.91

-3.3
-1.3

16.1

2010 2011 2012 2013

休業災害度数率

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0

0.21

0.39

0.11

0.32
0.28

0.18
0.16

0.10
0.06

0.19

2010 2011 2012 2013

（件）

特許保有件数

20,000

17,500

15,000

12,500

10,000

0

18,847

19,962

0.86

17,285

15,199

13,724

収益性 株主還元

非財務情報

投資指標

効率性

健全性

バランスシートマネジメント
の観点から、遊休資産売却、
在庫圧縮などによる資産効率
の改善に取り組み、2014年
度は固定資産売却86億円、
保有株式売却32億円を実施
しました。棚卸資産回転月数
は2.54カ月と在庫適正化に
も努めました。

主力の情報機器事業が増収
を牽引し、7期ぶりに売上高1
兆円を回復しました。また、商
業・産業印刷分野の収益改善
や産業用材料・機器事業の構
造改革効果などにより、大幅
な増益となりました。

クレジット格付けA格の目安
となる「自己資本比率50%以
上、ネットD/Eレシオ0レベル」
に対して、2014年度は自己
資本比率53.1%、ネットD/E
レシオ▲0.02となり、債務格
付けはR&I→A、JCR→A+を
維持しました。

連結業績や成長分野への戦
略投資の推進などを総合的
に勘案しつつ、株主還元する
ことを基本とし、2014年度
は、年間配当20円、自己株式
取得141億円を実施いたしま
した。

資産売却等による特別損益の
大幅な改善などにより、2014
年度の1株当たり当期利益

（EPS）は81.01円となりまし
た。株価資産倍率（PBR）は
0.86にとどまっています。
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配当性向※営業利益率売上高 売上高成長率

棚卸資産 棚卸資産回転月数※資産合計（総資産） 総資産回転率※

研究開発費 売上高研究開発費比率

親会社の所有者に帰属する当期利益 ROE※
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9,352

53.67

81.01

※ 2010～2012年度はJ-GAAP、2013～2014年度はIFRS ※ 2010～2012年度はJ-GAAP、2013～2014年度はIFRS

※ ROE（J-GAAP）=当期利益（累計）÷自己資本期首期末平均
ROE（IFRS）=親会社の所有者に帰属する当期利益÷資本金、資本剰余

金、利益剰余金、自己株式の合計（期首・期末平均）

※ PBR(J-GAAP)=期末株価÷1株当たりの純資産
PBR(IFRS)= 期末株価÷1株当たり親会社所有者帰属持分

※ EPS=親会社の所有者に帰属する当期利益÷期中平均株式数

※ 総資産回転率＝売上高÷期首期末平均総資産 ※ 棚卸資産回転月数＝(当期末棚卸資産残高)÷(直近3カ月の平均売上
原価)

※ ROIC=税引後営業利益÷(資本金＋資本剰余金＋利益剰余金＋
自己株式＋有利子負債－現金及び現金同等物（期首・期末
平均））
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投資指標

効率性

健全性
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の観点から、遊休資産売却、
在庫圧縮などによる資産効率
の改善に取り組み、2014年
度は固定資産売却86億円、
保有株式売却32億円を実施
しました。棚卸資産回転月数
は2.54カ月と在庫適正化に
も努めました。

主力の情報機器事業が増収
を牽引し、7期ぶりに売上高1
兆円を回復しました。また、商
業・産業印刷分野の収益改善
や産業用材料・機器事業の構
造改革効果などにより、大幅
な増益となりました。

クレジット格付けA格の目安
となる「自己資本比率50%以
上、ネットD/Eレシオ0レベル」
に対して、2014年度は自己
資本比率53.1%、ネットD/E
レシオ▲0.02となり、債務格
付けはR&I→A、JCR→A+を
維持しました。

連結業績や成長分野への戦
略投資の推進などを総合的
に勘案しつつ、株主還元する
ことを基本とし、2014年度
は、年間配当20円、自己株式
取得141億円を実施いたしま
した。

資産売却等による特別損益の
大幅な改善などにより、2014
年度の1株当たり当期利益

（EPS）は81.01円となりまし
た。株価資産倍率（PBR）は
0.86にとどまっています。
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2014
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2013

2014

北米

欧州

アジア・
その他

日本

2,248

3,096

3,286

1,657

2,058

2,356

2,262

2,047

1,946

1,962

2,149

2,438

売上高※2

（億円）
従業員数

（人）

8,151

8,328

9,048

7,706

7,663

8,046

12,539

12,177

12,154

13,448

12,233

12,350

事業会社数
（社）

56

55

61

9

11

9

27

21

20

21

23

40

CO2排出量
（千ｔ-CO2）

32

31

28

41

38

36

286

262

265

114

91

70

エネルギー投入量
（ＴＪ）

660

619

545

681

635

599

6,147

5,626

5,694

1,616

1,238

912

水使用量
（千ｍ３）

74

75

95

86

84

86

3,181

3,034

3,188

2,756

1,445

474

130
事業会社数※1

欧州・中近東
北米

中南米

日本

アジア・
パシフィック

50 150
セールス／サービス体制※1拠点※1

カ国社 カ国以上 41,598
従業員数※1

人

事業概要 地域別概要

世界でジャンルトップを獲得する情報機器事業を中心に、
変革を続けるイノベーションカンパニーです。

世界50カ国の拠点と、従業員数4万人超を抱え、
社会ニーズに応えるグローバルカンパニーです。

A3カラー複合機で
海外トップクラスのシェア

機能材料分野
視野角拡大用
VA-TACフィルムで
世界トップクラスのシェア
※CY2014の外部データをもとに
　当社推定、面積ベース

液晶偏光板用TACフィルム

bizhub PRESS C1100

bizhub（ビズハブ）
C554eシリーズ

（8,082億円）

オフィスサービス分野

ヘルスケア分野

情報機器事業

ヘルスケア事業産業用材料・機器事業

無線カセッテ型DR国内市場でトップクラスのシェア
※CY2014の外部データをもとに当社推定

AeroDR PREMIUM

産業用光学システム分野
ディスプレイアナライザー
でトップクラスのシェア
※CY2014 当社推定

ディスプレイカラー
アナライザー CA-310 

※CY2014の外部データをもとに当社推定、台数ベース

※2 会計基準を2012年度は日本基準、2013・2014年度はIFRS（国際会計基準）としています。
また、ロシアおよびトルコの売上高を2012年度はアジア・その他に、2013・2014年度は欧州に組み入れています。

※1 データは連結対象範囲で集計（2015年3月31日現在）カラーデジタル印刷システムで世界トップクラスのシェア
商業・産業印刷分野

※CY2014の外部データをもとに当社推定、台数ベース

（785億円）

情報機器事業

ヘルスケア事業 産業用材料・機器事業

事業別売上高構成比 （2015年3月期）

オフィスサービス分野

（5,970億円）
59.5%

80.6%

7.8%（1,127億円）11.2%

商業・産業印刷分野

（2,111億円）
21.1%

機能材料分野

（609億円）
6.1%

産業用光学システム分野

（518億円）
5.2%
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660

619

545

681

635

599

6,147

5,626

5,694

1,616

1,238

912

水使用量
（千ｍ３）

74

75

95

86

84

86

3,181

3,034

3,188

2,756

1,445

474

130
事業会社数※1

欧州・中近東
北米

中南米

日本

アジア・
パシフィック

50 150
セールス／サービス体制※1拠点※1

カ国社 カ国以上 41,598
従業員数※1

人

事業概要 地域別概要

世界でジャンルトップを獲得する情報機器事業を中心に、
変革を続けるイノベーションカンパニーです。

世界50カ国の拠点と、従業員数4万人超を抱え、
社会ニーズに応えるグローバルカンパニーです。

A3カラー複合機で
海外トップクラスのシェア

機能材料分野
視野角拡大用
VA-TACフィルムで
世界トップクラスのシェア
※CY2014の外部データをもとに
　当社推定、面積ベース

液晶偏光板用TACフィルム

bizhub PRESS C1100

bizhub（ビズハブ）
C554eシリーズ

（8,082億円）

オフィスサービス分野

ヘルスケア分野

情報機器事業

ヘルスケア事業産業用材料・機器事業

無線カセッテ型DR国内市場でトップクラスのシェア
※CY2014の外部データをもとに当社推定

AeroDR PREMIUM

産業用光学システム分野
ディスプレイアナライザー
でトップクラスのシェア
※CY2014 当社推定

ディスプレイカラー
アナライザー CA-310 

※CY2014の外部データをもとに当社推定、台数ベース

※2 会計基準を2012年度は日本基準、2013・2014年度はIFRS（国際会計基準）としています。
また、ロシアおよびトルコの売上高を2012年度はアジア・その他に、2013・2014年度は欧州に組み入れています。

※1 データは連結対象範囲で集計（2015年3月31日現在）カラーデジタル印刷システムで世界トップクラスのシェア
商業・産業印刷分野

※CY2014の外部データをもとに当社推定、台数ベース

（785億円）

情報機器事業

ヘルスケア事業 産業用材料・機器事業

事業別売上高構成比 （2015年3月期）

オフィスサービス分野

（5,970億円）
59.5%

80.6%

7.8%（1,127億円）11.2%

商業・産業印刷分野

（2,111億円）
21.1%

機能材料分野

（609億円）
6.1%

産業用光学システム分野

（518億円）
5.2%
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成長を支える基盤各事業の戦略成長戦略企業概要・特長 財務報告


